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本市の水道事業は令和２年に４６か所の簡易水道事業を統合し、北杜市水道事業を創

設した。近年では少子高齢化や節水型社会の進展等に伴い、水需要の減少や施設の老朽

化等、効率的な水資源の利活用、地震・災害対策等、水道事業を取り巻く環境は厳しさ

を増している状況である。このような厳しい経営環境に対応するため、国土交通省で

は、新水道ビジョンの実現に向けた「水道事業ビジョン」の作成を推進している。総務

省では「経営戦略」について、各事業体での作成を求めており、本市においても、令和

６年３月に令和１５年度を目標とした「北杜市地域水道ビジョン」及び「北杜市上下水

道事業経営基本計画」を策定した。 

本業務では、地域水道ビジョンで推進する実現方策として、「施設統廃合・水運用計

画」、「管路耐震化・更新計画」、「施設耐震化計画」及び「水安全計画」を策定する

ことを目的としている。 

なお、各計画は中⾧期的な視点で検討するとともに、次年度以降に予定するアセット

マネジメント計画（４D）に資する計画として取りまとめを行うものである。 

 

本業務は、「施設統廃合・水運用計画」、「管路耐震化・更新計画」、「施設耐震化

計画」及び「水安全計画」を策定する。 

（1）業務名 

北杜市水道施設更新・耐震化及び水安全計画等策定業務委託 

（2）契約期間 

契約締結日の翌日から令和１０年３月３０日（木）まで 

（3）業務対象 

・対象事業：北杜市上水道事業 

・給水人口：４１，５００人 

・計画給水量：３１，１５０m3／日 

 

（1）施設統廃合・水運用計画 

水道水の安定供給を継続するため、既存施設及び送・配水システムの課題を抽出、

評価し、将来人口並びに給水量の減少などを考慮した水需要予測（５０年間）に基づ

き施設の統廃合、整備内容及びスケジュールを設定する。 

   なお、施設統廃合・水運用計画の策定にあたっては、次に示す管路耐震化・更新計

画及び施設耐震化計画と整合した内容とし、さらにアセットマネジメント計画（４

D）を見据え、中⾧期的な視点において、施設規模の適正化や投資額の平準化にも  

配慮した実効性の高い計画として取りまとめるものとする。 
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「必須検討項目」 

  ・水需要予測 

  ・施設統廃合整備案の作成 

  ・施設統廃合整備案の検証（管網計算） 

   ・適正な施設規模の検討 

  ・現実的な投資額の検討 

   ・施設統廃合・水運用計画のまとめ 

 

（2）管路耐震化・更新計画 

   既設管路の老朽度と地震発生時の被害想定を評価し、拠点医療施設、災害対策本

部応急給水拠点などの都市機能を支える重要施設を踏まえ、管路更新の優先度及び

更新ルートやスケジュールを設定する。（１）の施設統廃合・水運用計画と併せて

事業実施に係る概算事業費を算出し、水道料金への影響や財政的実施可能性などの

検証も行う。 

 

「必須検討項目」 

  ・管路地震被害想定 

  ・管路老朽度評価 

  ・管路耐震化・更新の優先度評価 

   ・管路耐震化・更新計画のまとめ 

 

（3）施設耐震化計画 

 既存施設の耐震性を評価し、拠点医療施設、災害対策本部、応急給水拠点などの

都市機能を支える重要施設を踏まえ、耐震整備の必要性や設備内容などを考慮し、

耐震整備の優先度及びスケジュールを設定する。 

 

「必須検討項目」 

  ・施設耐震性評価 

  ・施設耐震化対策の検討 

  ・施設耐震化優先度の評価 

   ・施設耐震化計画のまとめ 

 

（4）水安全計画 

安全で安心な水道水の供給を継続するため、水源から給水栓までの水道システム

全体における各段階の潜在的な危害を予測・分析し、実業務に精通した管理基準及

び監視方法、緊急時のマニュアル等を設定する。 
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「必須検討項目」 

  ・危害予測・分析 

  ・各種マニュアル作成 

  ・水安全計画のまとめ 

 

（5）その他の支援業務 

前各号に掲げるもののほか、必要に応じてその都度、発注者と協議すること。 

 

必要となる資料の収集は、原則として受託者が行うものとするが、発注者が保有する

資料で必要なものがあるときは、受託者の依頼に基づき発注者が貸与する。なお、準拠

すべき資料は水道法及び関係法令等、国・県(厚生労働省、国土交通省、総務省、山梨県

等)、公益社団法人日本水道協会等の指針・手引き・ガイドライン等の引用元が明確であ

るものに限る。 

 

（1）北杜市水道事業地域水道ビジョン（令和６年３月策定） 

（2）北杜市上下水道事業経営基本計画（令和６年３月策定） 

（3）北杜市水道事業会計決算書 

（4）水質検査計画 

（5）給水人口、処理区域内人口、配水量実績 

（6）既存の起債台帳及び償還予定表 

（7）既存の資産台帳及び減価償却予定表 

（8）水道アセットマネジメント策定業務報告書（平成３０年１２月策定） 

（9）第４次北杜市総合計画 

（10）その他必要な資料 

 

（1）受託者は、成果品完成後に発注者の審査を受けなければならない。 

（2）業務の審査に合格後、成果品一式を納品し、検査の合格をもって、業務の完了とす

る。 

（3）業務完了後において、成果品の不的確箇所等が発見された場合、受託者はすみやか

に訂正、補足、その他の必要な措置を講じなければならない。 

（4）本業務に文献、その他資料を引用した場合は、その出典を明記しなければならな 

い。 

（5）本業務における成果品の提出は、次の各号に掲げるとおりとする。なお、受託者
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は、作成にあたり編集方法など詳細についてあらかじめ発注者と協議すること。 

(ア) 報告書 ２部 

(イ) 電子データ（CD－Ｒ） ２部 

(ウ) その他関連資料 １式 

前各号に掲げるものをPDF および作成された形式（Microsoft-Word 形式、

Microsoft-Excel 形式、Microsoft-PowerPoint 形式等）のまま記録媒体に納めて提出

すること。 

本編等で作成したイラストや表・グラフのMicrosoft-Excel 形式等の各種データは、

算出式や算出根拠を明確にし、発注者が修正や年度ごとの進捗管理が可能な様式で提

出すること。 

（6）本業務に係るデータ等の成果品の帰属は、本業務のデータ等の引き渡しをもって、

受託者から発注者に移転するものとする。ただし、プログラム等に関するものは除く

ものとする。 

 

業務完了後、適法な請求を受けた日から３０日以内に一括払いとする。 

なお、本業務は、債務負担行為に基づき、令和８年度と令和９年度の２会計年度にわ

たる業務であり、令和８年度中に完了した部分について部分検査を行い、検査に合格を

したものは部分払いを認める。 

令和８年度の完了業務として、「３ 業務の内容」の内、次の業務とする。 

（1）施設統廃合・水運用計画 

（2）管路耐震化・更新計画 

 

この仕様書に定めのない事項及び疑義が生じた事項については、発注者と受託者との

間で協議のうえ処理するものとする。 


